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Ⅰ 策定にあたって 

１ 策定の趣旨 

 島根県では、一人一人の教育的ニーズを的確に把握し、きめ細かな教育を行うため、平成

２４年２月に策定した「しまね特別支援教育推進プラン」に基づき特別支援学校、小学校、

中学校、高等学校等における特別支援教育の充実に向け取り組んできました。 

 しかし、この間にも特別な支援を必要とする子どもは増加傾向にあり、特別支援教育の更

なる充実が求められています。 

平成１８年１２月に国連総会において、「障害者の権利に関する条約」が採択され、我が

国は、平成２６年１月に条約を批准しました。この条約の２４条（教育）では、障がい者が

あらゆる段階の教育を受けられるようにすべきこと、教育を受けるとき、それぞれの障がい

者にとって必要な合理的配慮が提供されることが定められています。この条約の批准に向け、

国内においては、障害者基本法の改正、障害者差別解消法の制定など、国内法の整備が進め

られ、障がい者を取り巻く環境は大きく変化しています。 

また、教育の分野においても、平成１９年に「特殊教育」から「特別支援教育」への発展

的な転換が行われ、平成２４年７月には「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育シス

テム1の構築のための特別支援教育の推進（報告）」が中央教育審議会初等中等教育分科会か

ら報告されました。その中で、障がいのある子どもと障がいのない子どもが同じ場で共に学

ぶことを追求するとともに、障がいのある子どもの自立と社会参加に向けて、必要な指導や

支援を提供できる、多様で柔軟な学びの場の充実が求められています。 

 また、学習指導要領が改訂され、社会に開かれた教育課程の実現などの基本的な考えが示

され、学校と社会との連携・協働が求められています。 

このような特別支援教育をめぐる情勢の変化への対応を検討するため設置した「特別支援

教育在り方検討委員会」の提言も踏まえ、本県における特別支援教育を充実させるため「し

まね特別支援教育魅力化ビジョン」を策定します。 

1 インクルーシブ教育システム ・・・障がいのある者と障がいのない者が共に学ぶ仕組みで、個人に必要な「合理的配

慮」が提供される等が必要とされている。 

※合理的配慮         ・・・障害者が他の者と平等に全ての人権又は基本的自由を享受し、又は行使すること

を確保するための必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の場合において必

要とされるものであり、かつ、均衡を失した又は過度の負担を課さないものをい

う。 
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２ 計画の位置づけ

島根県の教育の基本理念や施策の方向性を示す「しまね教育魅力化ビジョン」に基づき、

長期的な視野で特別支援教育の教育環境を充実させていくための、基本的な考え方や取組の

方向性を示すものです。 

３ 計画の期間 

令和３年度（２０２１年４月）から令和１２年度（２０３１年３月）までの１０年間とし

ます。ただし、社会情勢の変化や国の動向等を踏まえて、後年５年間については、必要に応

じて本ビジョンを見直します。 

４ 島根県が目指す特別支援教育 

 本県の特別支援教育では「地域の中で障がいのある子どもが持てる力を十分に発揮し、力

強く、自分らしく生きる」ことを目指して取り組んでいきます。 

この取組を進めていくためには、これまで推進してきた、障がいのある子ども一人一人の

教育的ニーズに応じた適切な指導と必要な支援を更に充実させ、障がいのある子どもの持て

る力を最大限伸ばし、将来の自立と社会参加に向け、「生きる力」を育んでいくことが必要

です。学ぶことの楽しさや、学習活動に参加している実感や達成感を得、夢や希望をもち、

もっと学びたいと思う気持ちを育てたいと考えます。 

また、障がいのある子ども一人一人への支援の充実に加え、できる限り身近な地域で同じ

世代の子どもと共に学びながら、多様な他者を理解し、多様な価値観の中で課題を解決して

いく力を育んでいくという視点も重要です。多様な他者と関わることにより、人と関わるこ

との楽しさを知り、人と関わろう、社会に参加しようとする気持ちを育てたいと考えます。 

これらの特別支援教育の観点は、障がいのない子どもも含めた、全ての子どもにとって必

要な教育です。 

このような考えの下、学校・家庭・地域が連携・協働を図りながら、特別支援教育を推進

することにより、障がいの有無にかかわらず誰もがそれぞれの人格と個性を尊重し支え合い、

人々の多様な在り方を認め合える共生社会の形成の基礎を培うことができます。 
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５ 取組の方向性と育成したい人間像 

本県が目指す特別支援教育を以下の３本の柱で推進していきます。 

 １ 多様な学びの場における教育環境の充実 

    ～一人一人の教育的ニーズに応じた適切な指導と必要な支援～ 

２ 就学前から学齢期、社会参加までの切れ目ない支援体制の構築 

    ～早期からの一貫した支援と特別支援教育の理解・啓発～ 

３ 特別支援教育の充実に向けた教職員の専門性の向上と人材育成・確保 

    ～教職員の専門性の向上と特別支援教育を担う人材の育成と確保～ 

３本の柱による取組を進めていくことにより、以下の人間像の育成を目指します。 

１ 「夢や希望をもち、その実現に向けて、学び続けようとする人」 

    子ども一人一人の自立と社会参加を目指す上で、子どもが主体的に自らの力を高め

ていくためには、「なりたい自分」「夢」をもち、それに向かって挑戦することが大切

です。また、挑戦をする中で、主体的に課題に向かい、自己選択や自己決定を行い、

粘り強く学び続ける人であってほしいと考えます。 

２ 「人や社会とのつながりをもち、社会に参加・貢献しようとする人」 

    子ども一人一人の自立と社会参加を目指す上で、子どもが周囲の人や社会と関わる

ことは必要不可欠であり、自分らしく他者や社会と関わっていくことが大切です。ま

た、その関わりを通して自らの役割を見いだし、社会に参加、貢献することができる

人であってほしいと考えます。 

３ 「自分の意思をもち、自分を信じ、他者を信頼し、共に生きようとする人」 

    子ども一人一人の自立と社会参加を目指す上で、自分の意思をもち、他者に自分の

思いを伝えることが大切です。また、社会で他者と共に生きる中で、自分を理解し、

自信を持って活動したり、他者とお互いに助け合って生きていこうとする人であって

ほしいと考えます。 
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Ⅱ 多様な学びの場における教育環境の充実 

１ 特別支援学校 

【現状と課題】 

①特別支援学校の在籍者数は平成２９年度をピークとして横ばい傾向となっていますが、

小学校、中学校の特別支援学級に在籍する児童生徒は増加しており、今後、知的障がい

特別支援学校高等部の増加が見込まれます。また、幼児児童生徒の障がいの多様化が進

んでいます。 

②高等部卒業生の一般就労率は、知的障がい特別支援学校でのコース制の導入もあり、近

年、高い水準で推移していますが、生徒の増加や多様化に対応するため、更なる職業教

育・就業支援の充実が必要となっています。 

 ③特別支援学校の教育活動や幼児児童生徒の様子が地域に知られていないことがあり、特

別支援学校と地域との関わりを充実させていく必要があります。 

 ④人工呼吸器の使用など、医療依存度の高い幼児児童生徒が特別支援学校に通学するケー

スが増えており、より安全・安心な医療的ケア2の体制を整備する必要があります。 

 ⑤特別支援学校では、広範囲から幼児児童生徒が通学しており、通学にかかる保護者の負

担軽減が求められています。 

■特別支援学校の在籍者数推移（Ｈ２３～Ｒ２）         （単位：人）

出典：島根県教育委員会

2 医療的ケア         ・・・特別支援学校等に在籍する幼児児童生徒に対し、健康で快適な状態をサポートす

るとともに生命の危機を防ぐための医療行為。実施内容は医師、看護師による指

導を受けた保護者が家庭において日常的に実施している行為に限定。
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■特別支援学校高等部卒業生の一般就労率 

※調査対象：全障がい種             出典：島根県教育委員会・学校基本調査

■医療的ケア対象児童生徒数推移       （単位：人） 

年 度 H28 H29 H30 R1 R2 

児童生徒数 33 37 41 40 42 

※対象：全特別支援学校          出典：島根県教育委員会 

【今後の取組】 

（１）職業教育と就業支援の充実   

   特別支援学校では、生徒一人一人の自立と社会参加を目指し、障がいの状態や特性に

応じた職業教育の充実や進路希望に応じた就業支援に取り組んでいます。 

   今後は県教育委員会に配置した職業能力開発員3による、新たな分野の職場や実習先

の開拓、より職場に即した指導等について学校に助言を行い、職業教育の充実を図るな

ど、生徒の進路希望が実現するよう努めていきます。 

   また、特別支援学校間で、作業学習での交流や作業学習の成果を合同で発表する機会

を設け、生徒の就労への意欲をより高めていく取組を行います。 

（２）地域と連携・協働した教育の推進 

   学習指導要領の改訂により、「社会に開かれた教育課程4」の実現が示されています。

また、しまね教育魅力化ビジョンにおいても、教育の魅力化を図るため、学校・家庭・

地域が子ども一人一人の「生きる力」を育むという目標を共有し、協働を図り、島根の

教育をよりよいものに高めることを目指しています。 

   特別支援学校においても、この趣旨に則り、地域と連携・協働した教育を推進してい

きます。 

①地域と学校との連携の強化 

   特別支援学校に在籍する幼児児童生徒が、地域の中で、多様な人と関わり、様々な体

3 職業能力開発員    ・・・島根創生計画に基づく障がい者の雇用の促進、障がい者雇用未経験の職場訪問、未開拓な

職種における職業能力の開発の研究を行うために、県教育委員会に配置。 

4 社会に開かれた教育課程・・・よりよい学校教育を通してよりよい社会を創るという理念を学校と社会が共有し、それぞ

れの学校において、必要な学習内容をどのように学び、どのような資質・能力を身に付け

られるようにするのか教育課程において明確にしながら、社会との連携及び協働によりそ

の実現を図っていくということ。 

卒業年月 H28.3 H29.3 H30.3 H31.3 R2.3 

就労率 
島根県 30.6% 27.0% 37.1% 36.7% 37.9% 

全国平均 29.4% 30.1% 31.2% 32.3%  
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験を重ねていくことで、生きる力を育んでいけるように、地域と特別支援学校の連携を

強化する仕組みや体制について検討を進めていきます。 

   また、地域との連携を通して、地域全体で子どもを育てていこうという意識の向上を

図っていきます。 

②地域資源を活用した教育の推進 

   地域の方を授業の講師やゲストティーチャーとして招くなど、積極的に学校教育に参

画してもらうことを推進します。また、専門的な知識や技術を取り入れる取組として、

大学や高等専門学校等との協働も積極的に行います。 

   地域の課題解決に向けた学習や地域への貢献活動など、幼児児童生徒が障がいのない

人と関わりながら、地域に参加する学習も推進していきます。 

（３）医療依存度の高い幼児児童生徒の教育環境の整備 

   近年、医療技術の進歩により、人工呼吸器を使用するなど高度で専門的な医療的支援

を必要とする幼児児童生徒も通学が可能となり、学校で医療的ケアを受けることが増え

つつあります。医療依存度の高い幼児児童生徒の安全・安心な教育環境を整えるために、

医療機関と連携し、学校看護師のスキルアップの研修や学校看護師確保のための取組を

行っていきます。 

①学校看護師の計画的な配置 

   現在、医療的ケア実施校には、安全な医療的ケアを実施するために必要な人数の学校

看護師を配置しています。今後も引き続き、各校の状況を踏まえながら、計画的に必要

な学校看護師を配置するために医療関係機関とも連携し、学校看護師確保に努めていき

ます。 

②就学前の早期の情報共有 

   医療的ケアが必要な子どもが就学する際には、就学先の安全・安心な教育環境を整備

しておく必要があります。そのためには、できる限り早期に医療的ケアを受けている子

どもの情報を関係者で共有しておくことが必要です。そのための体制や方法を市町村や

市町村教育委員会と連携して構築していきます。 

③医療的ケアに関する専門的な助言の提供 

   医療的ケアの実施にあたっては学校での医療的ケアに精通した医師の助言が受けら

れるよう、学校の要請に応じた巡回指導を実施します。また学校看護師への技術的な助

言として、医療機関による研修を実施していきます。 

（４）教育環境の整備 

 ①通学支援の充実 

   特別支援学校は通学範囲が広いため、通学支援として、寄宿舎の設置、分教室の設置、

校外学習用のスクールバスを利用し登校時の通学バスの運行を行っています。また、障

がい福祉サービスの利用による通学も行われており、通学にかかる保護者の負担は軽減

されつつありますが、通学のために市町をまたぐ遠距離の送迎を保護者が行っているケ
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ースがあります。 

   毎年通学の状況が変化すること、自立と社会参加を目指すという教育的観点も考慮し

ながら、通学のため遠距離の送迎を行っている保護者の負担を軽減するための支援を、

障がい福祉サービスなども含め検討していきます。 

②ＩＣＴ活用の推進 

   文部科学省におけるＧＩＧＡスクール構想5を受け、特別支援学校においてもＩＣＴ

環境の整備と活用を充実させていきます。障がいのある子どもの自立と社会参加に向け、

効果的な活用方法について、大学や企業等と連携しながら、障がい種や特性に応じた教

職員対象のＩＣＴ活用に関する研修の実施や機器の整備について進めていきます。 

③特別支援学校の狭隘化や大規模化への対応 

   今後１０年間、幼児児童生徒数の増加が想定されます。今後の在籍幼児児童生徒数の

推移を見ながら、令和４年度に、教室不足や狭隘化、分教室設置や複数障がい教育部門

の設置による大規模化の解消に向けた検討に着手します。特に知的障がい特別支援学校

の児童生徒の増加が見込まれており、長期的な視野での検討が必要です。 

   その際には、以下の視点を踏まえ検討していきます。 

    １）島根県全体の今後の特別支援学校の在り方の中で議論することが必要 

    ２）時代的な要請や地域ニーズなどを踏まえた議論が必要 

    ３）特別支援学校設置基準6などの国の動向を踏まえた議論が必要 

    ４）増加傾向にある特別支援学級の現状を含めた議論が必要 

    ５）既存施設の活用など、特別支援学校以外の施設の有効的な活用を含めた議論が 

必要 

※時代的な要請・・・インクルーシブ教育システムの構築、共生社会の実現など 

      ※地域ニーズ・・・分教室、複数障がい種対応、通学支援など 

２ 就学前 

【現状と課題】 

①保育所、幼稚園等の保育士、教員等の多くは、個々の子どもについて障がいに関する配

慮が必要か否かの判断が難しく、子どもや保護者の困難さや悩みに対応することに苦慮

しており、専門的な助言を受けることができるサポート体制を整備することが必要です。 

 ②不安や悩みを抱えた保護者の相談窓口が明確でないため、相談につながらないことがあ

ります。また、保護者の障がいに対する理解や障がい受容が難しく、相談につながらな

5ＧＩＧＡスクール構想    ・・・児童生徒向けの１人１台端末と、高速大容量の通信ネットワークを一体的に整備し、

多様な子どもたち誰一人取り残すことなく、公正に個別最適化された学びを全国の教

育現場で持続的に実現させる構想。

6 特別支援学校設置基準   ・・・学校教育法に基づき、学校を設置する場合の最低限の基準。特別支援学校は現在設

置基準がなく、文部科学省において策定に向けて検討中。 
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い場合もあります。 

■幼稚園・保育所等における特別な支援の必要な幼児 

年 度 H27 H28 H29 H30 R1 

割 合 6.2% 6.1% 6.4% 7.4% 7.1% 

※教員等の主観により、「特別な支援の必要な幼児数」を調査。全在籍幼児数に占める割合。 

※調査対象：国公私立幼稚園、公私立認定こども園、公私立保育所の３～５歳児 

出典：島根県教育委員会

【今後の取組】 

（１）市町村における相談支援体制の構築 

   就学前の特別な支援の必要な子どもへの支援については、地域の状況に応じて、医師、

保健師や教育委員会指導主事、特別支援学校センター的機能担当者、発達障害者支援セ

ンター相談員などが行っています。 

   早期からの支援をより充実させるためには、教育、医療、保健、福祉などの関係機関

が連携した相談体制、支援体制を、各市町村の状況に応じて構築することが重要です。 

   市町村や市町村教育委員会とともに、関係機関、部局が連携した相談・支援体制づく

りを進めていきます。 

（２）早期支援のための相談窓口の周知  

   妊娠期から子育て期にわたる総合的な相談や支援をワンストップで行う子育て世代

包括支援センター（以下「センター」という。）が各市町村で設置されています。 

保護者や支援者からの相談が確実に教育、医療、保健、福祉などの関係機関につなが

るように相談窓口となるセンターの周知を行っていきます。 

併せて各市町村の相談体制を周知するためのリーフレット等を作成し、保護者や支援

者の相談につなげていきます。 

（３）所（園）内体制の充実 

   保育所や幼稚園等の所（園）内体制は整備されつつありますが、保育所や幼稚園等に

おける所（園）内委員会の設置や特別支援教育コーディネーター7の指名は、小学校等と

比べて進んでいない状況があります。市町村や県幼児教育センター8と連携して、所（園）

内体制の充実を図ります。 

7 特別支援教育コーディネーター ・・・各学校における特別支援教育の推進のため、校内委員会や特別支援教育に関 

する校内研修の企画・運営、関係機関や学校との連絡・調整、担任への支援、 

保護者からの相談窓口の役割を担う人。 

8 県幼児教育センター      ・・・正式名称は「島根県幼児教育センター」という。指導主事や幼児教育アドバイ

ザー等を配置し、幼児教育施設を訪問し、実態に応じた支援をするなどの活動

をしている。



- 9 - 

   また、県幼児教育センターや特別支援学校と連携して、特別支援教育に係る研修を実

施し、保育士や教員等の専門性の向上を図っていきます。 

（４）盲学校幼稚部の設置 

   視覚障がいのある子どもへの早期からの専門的な学びを保障するために、令和３年度

から盲学校に幼稚部を設置します。 

３ 小学校、中学校 

【現状と課題】 

 ①発達障がいの可能性のある児童生徒が増加しており、自閉症・情緒障がい特別支援学級

に在籍する児童生徒数が大幅に増加しています。また、通常の学級においても特別な支

援の必要な児童生徒が増加しており、実態や支援の多様化が進んでいます。 

②通常の学級において、障がいや認知の特性により、学習上の困難さを感じている児童生

徒が増えており、小学校の通常の学級に非常勤講師（にこにこサポート事業小学校等通

常の学級（以下、「にこサポ」という。））を配置しています。また市町村教育委員会に

より特別支援教育支援員の配置なども行われています。 

③ＬＤ（学習障がい）、ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障がい）等の発達障がいを中心に通級

による指導を必要とする児童生徒が増加しています。障がいの特性も多様化しており、

より専門的な指導が求められています。また、通級による指導の効果を高めるためには、

児童生徒が在籍する通常の学級の担任との連携が必要ですが、通級による指導・支援の

内容が共有されていないなどの課題があります。 

④校内委員会の設置や特別支援教育コーディネーターの指名など、各校の特別支援教育の

体制は整備されましたが、特別支援教育を更に充実させるためには校内体制の機能を強

化していくことが必要です。 

■小学校、中学校の通常の学級における特別な支援の必要な児童生徒 

年 度 H27 H28 H29 H30 R1 

割 合 
小学校 9.1% 9.6% 9.9% 10.9% 11.5% 

中学校 6.9% 6.9% 7.5% 7.2% 8.5% 

※教員の主観により、「特別な支援の必要な児童生徒数」を調査。全在籍児童生徒数に占める割合。 

※調査対象：国公立小学校、国公私立中学校（H30 年度以降は、義務教育学校も含む） 

              出典：島根県教育委員会
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■特別支援学級在籍児童生徒数 

（小学校）                             （単位：人） 

在籍者数区分＼年度 H27 H28 H29 H30 R1 

小学校在籍者数(a) 35,426 35,161 34,894 34,987 34,643

特別支援学級在籍者数(b) 725 796 848 997 1,037

うち知的障がい学級 368 396 388 414 420

うち自閉症・情緒障がい学級 296 336 395 503 537

(b)/(a) 2.0% 2.3% 2.4% 2.8% 3.0%

※H30 年度以降は、義務教育学校も含む

（中学校）                             （単位：人） 

在籍者数区分＼年度 H27 H28 H29 H30 R1 

中学校在籍者数(a) 19,138 18,727 18,246 17,672 17,678

特別支援学級在籍者数(b) 459 476 456 471 490

うち知的障がい学級 202 213 197 214 199

うち自閉症・情緒障がい学級 230 230 235 233 259

(b)/(a) 2.4% 2.5% 2.5% 2.7% 2.8%

※H30 年度以降は、義務教育学校も含む 出典：島根県教育委員会

【今後の取組】 

（１）発達障がいの可能性のある児童生徒への支援 

 ①新しい学びの場の検討 

   通常の学級に在籍する発達障がいの可能性のある児童生徒は、年々増加するとともに、

その背景や要因は複雑化・多様化しています。また、特別な支援の必要な児童生徒の要

因が、障がいによる困難さからくるものかが判断しづらい状況も多くあります。様々な

要因により集団での学びに困難さのある児童生徒の学びが保障できるような体制（場所

づくり、人的配置など）を、関係各課や市町村教育委員会とも連携し、現行の支援制度

も含めた検討を行います。 

   検討にあたっては、新しい学びの場での支援が集団での学びにつながるように、通常

の学級での授業づくりや集団づくり、効果的な校内体制についても併せて検討していき

ます。 

 ②特別支援教育支援専任教員等による支援の強化 

   小学校、中学校の教員の相談に迅速に対応するため、各教育事務所に特別支援教育支
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援専任教員9（以下、「支援専任教員」という。）を引き続き配置するとともに、ＬＤに対

する指導を支援できるように研修を行います。 

支援にあたっては特別支援学校センター的機能や発達障害者支援センターとの連携

も図り、より支援を充実させていきます。 

また、にこサポ担当者に対して障がいの特性に応じた指導力を強化するための研修も

行っていきます。 

 ③ＩＣＴ活用の推進 

   発達障がいの可能性のある児童生徒を含め、特別な支援の必要な児童生徒一人一人の

障がいの特性に応じた支援を行うにあたり、ＩＣＴを活用することは教育上有効です。

ＩＣＴの活用について市町村教育委員会と連携し推進していきます。 

（２）校内体制の機能強化 

   通常の学級に在籍する特別な支援の必要な児童生徒や特別支援学級の児童生徒一人

一人の障がいの状態や教育的ニーズに応じた支援の「質」をより一層充実させるために

は、校内体制を強化していく必要があります。 

特別支援教育コーディネーターが円滑に業務を進めていけるように、特別支援教育コ

ーディネーターの役割や関係機関との連携に関する情報などを掲載したハンドブック

を作成します。 

また、支援専任教員による支援の強化やハンドブックを活用した特別支援教育コーデ

ィネーター研修等を市町村教育委員会と連携して実施することにより、校内委員会の活

性化を図り、通常の学級の担任や特別支援教育担当者が校内で気兼ねなく相談できる体

制や就学後の学びの場の再検討ができる体制を構築していきます。 

（３）特別支援学級に対する支援の継続 

   近年、特別支援学級に在籍する児童生徒が増加しています。学級においては、異学年、

異なる教育課程が混在する学級もあります。また、そのような児童生徒が多く在籍する

学級もあります。多人数の特別支援学級に非常勤講師（にこにこサポート事業特別支援

学級）を配置していますが、今後も引き続き多人数学級に配置していきます。 

   また、特別支援学級経験に応じた研修の実施や、支援専任教員や特別支援学校センタ

ー的機能による助言や支援を引き続き行っていきます。 

（４）ユニバーサルデザインの視点を取り入れた授業づくりの推進 

   通常の学級において全ての児童生徒が、授業内容が分かり学習活動に参加している実

感・達成感を持ちながら、充実した時間を過ごすことができるように、全ての児童生徒

にとって「わかる、できる」というユニバーサルデザインの視点を取り入れた授業づく

9 特別支援教育支援員     ・・・特別な支援を必要とする児童生徒等に対して、食事、排泄、教室の移動補助等、

学校における日常生活動作の介助を行ったり、学習活動上のサポートを行ったり

する者。
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りや、お互いを認め合える学習集団づくりが必要です。このことは、特別な支援の必要

な児童生徒の「集団での学び」の保障と充実につながります。 

   市町村教育委員会や支援専任教員と連携しながら、これらのことを推進していきます。 

（５）通級による指導での支援内容の共有 

   通常の学級における学習上、生活上の困難を的確に捉えた指導を行うためには、児童

生徒の状況や通級による指導内容、指導の開始・終了などを、校内できめ細かく定期的

に検討する必要があります。また、「個への支援」が通常の学級においても効果的に行

われるよう、通級による指導での子どもの状況や必要な支援について、情報を共有する

ことが必要です。 

   特にＩＣＴ活用については、通級による指導においてＩＣＴの活用方法や技術を学び、

通常の学級において活用しながら、円滑な学校生活が送れるようにすることが大切です。 

通常の学級担任や特別支援教育コーディネーターを中心に校内全体で適切な支援方

法の検討や情報共有が行われるように、市町村教育委員会や支援専任教員と連携し校内

の連携体制を強化していきます。 

４ 高等学校 

【現状と課題】 

①高等学校においても特別な支援の必要な生徒が増加しています。各校の特別支援教育の

校内体制の整備は進んできていますが、特別支援教育コーディネーターを中心に更に機

能を強化する必要があります。 

②特別な支援を必要とする生徒一人一人の状態に応じた必要かつ適切な合理的配慮を提

供することが必要となっています。合理的配慮の提供について、生徒の状況に応じ個別

に判断することに苦慮するケースがあります。 

③通級による指導が制度化されましたが、現時点において実施校は４校10であり、地域的

にも偏りがあります。また、現在実施している全ての高等学校が自校の生徒のみを対象

としており、通級による指導実施校ではない学校の生徒が、通級による指導を受けたく

ても受けられないといった現状があります。難聴の生徒に対しては、ろう学校から巡回

指導という形で通級による指導を実施しています。 

■高等学校における特別な支援の必要な生徒 

年 度 H27 H28 H29 H30 R1 

割 合 2.8% 2.9% 3.4% 3.2% 3.3% 

※教員の主観により、「特別な支援の必要な生徒数」を調査。全在籍生徒数に占める割合。 

※調査対象：公私立高等学校              出典：島根県教育委員会 

10 ４校・・・松江農林高等学校、宍道高等学校、三刀屋高等学校掛合分校、邇摩高等学校。
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【今後の取組】  

（１）校内体制の強化 

   研修の実施などにより、個々の教員の特別支援教育への理解は高まりつつありますが、

その知識を実践に生かしたり、効果的な一貫した支援につなげたりするためには、校長

をはじめとする管理職のリーダーシップのもと、校内委員会の活性化を図り、校内体制

を強化することが必要です。 

   そのために、校長会、教頭会や管理職向け研修などで特別支援教育の推進について伝

えていくとともに、特別支援教育コーディネーターの役割や関係機関との連携に関する

情報、高等学校における特別支援教育の推進に関する情報などを掲載したハンドブック

を作成していきます。 

（２）通級による指導の拡充 

   現在、通級による指導については、自校の生徒のみを対象とする自校通級により実施

していますが、令和３年度から自校通級に加え、巡回指導のできる拠点校方式を導入し、

拠点校から各校へ巡回指導を行います。今後、順次全５圏域（松江、出雲、浜田、益田、

隠岐）に導入し、通級による指導を全ての県立高等学校で受けることができる体制を作

ります。 

（３）圏域のネットワーク構築による特別支援教育の推進 

   現在、松江、出雲、浜田、益田の４つの圏域で推進教員を指名し、高等学校同士のネ

ットワークや圏域の中学校とのつながりを構築しています。今後は、通級による指導拠

点校にネットワークの機能を統合し、圏域の高等学校におけるインクルーシブ教育シス

テム構築に向けて、中心的な役割を担うこととします。（インクルーシブ教育システム

推進センター校（以下、「センター校」という。）） 

（４）合理的配慮アドバイザーの配置 

   合理的配慮の提供については、生徒の状況に応じて個別の判断が必要となります。学

校が判断に迷ったときに相談できる合理的配慮アドバイザーを県教育委員会に配置し、

合理的配慮の提供の推進を図ります。また、センター校のアドバイザーとして特別支援

教育を推進するため指導助言を行います。 

指導助言に際しては、特別支援学校センター的機能や支援専任教員などとも連携し、

切れ目ない支援の提供に努めます。 

（５）ユニバーサルデザインの視点を取り入れた授業づくりの推進 

   全ての高等学校において、特別な支援の必要な生徒だけでなく、全ての生徒が学習内

容を理解でき、充実感をもって授業に参加できるよう、ユニバーサルデザインの視点を

取り入れた授業づくりが必要です。 

   各校におけるユニバーサルデザインを取り入れた授業づくりを推進するために、上記
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の合理的配慮アドバイザーや圏域のセンター校が各校を支援していきます。 

（６）ＩＣＴ活用の推進 

   特別な支援の必要な生徒への合理的配慮として、障がいの特性に応じたＩＣＴの効果

的な活用を推進していきます。効果的な活用事例等を情報収集し、各校に情報提供して

いきます。 

○安全な学校生活のために（学校における衛生管理等）

  学校等において、安全で安心な環境を確保することは、教育を行う上で重要な基盤とな

ります。特別な支援の必要な子ども一人一人の障がいの状態や特性は異なるため、子ども

の実態を把握した上で、想定される子どもの行動やそのリスクを考え、学校長等のリーダ

ーシップのもと、組織的に事故防止や安全対策の取組を行う必要があります。 

  また、新しい感染症などが発生した場合には、国のガイドライン11や県教育委員会が作

成したガイドライン等を参考にし、各学校等での対策を講じる必要があります。特に特別

な支援の必要な子どもの中には重症化リスクの高い子どもがいるため、より一層のリスク

管理が求められます。 

11 国のガイドライン ・・・新型コロナウイルス感染症に関しては、「学校における新型コロナウイルス感染症に関する

衛生管理マニュアル～「学校の新しい生活様式」～」（令和２年９月、文部科学省）、「特別

支援学校等における新型コロナウイルス感染症対策に関する考え方と取組について」（令和

２年６月、文部科学省）において感染防止対策等について記載されている。 
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Ⅲ 就学前から学齢期、社会参加までの切れ目ない支援体制の構築 

１ 切れ目ない支援 

【現状と課題】 

①本人、保護者、教員が障がいに対しての理解が十分でなかったり、本人や保護者の障が

い受容が難しかったりすることで、適切な進路指導が出来ない場合があります。 

②個別の教育支援計画の作成の意義や有用性、活用方法が十分に理解されていないため、

就学時や進学時に、個別の教育支援計画を活用した指導や支援に必要な情報の引継ぎが

十分に行われず、一貫した支援が受けられていないケースがあります。 

③中学校特別支援学級から高等学校や特別支援学校高等部への進学後、進学先で不適応を

起こすことがあります。本人や保護者が高等学校と特別支援学校高等部の教育課程や学

校生活の違いを理解した上での進路決定となるよう進路指導を行うことが必要です。 

④本人の困難さを出来るだけ早く明確にして、長期的な見通しを持って支援することが重

要ですが、保護者に対して十分な情報提供ができていなかったり、将来の子どもの姿を

見据えた就学先の検討がされていなかったりと、将来への見通しを持った支援がなされ

ていない場合があります。早期から保護者と密に関わり、早い段階から将来の目標を見

据えた教育を行う必要があります。 

 ⑤障がいのある子どもが卒業後もスポーツや芸術活動などに接する機会が少ないといっ

た課題があります。 

■個別の教育支援計画の作成状況（平成 30 年度） 

学校等 作成率 

幼保連携型認定こども園 100.0%

幼稚園 67.0%

小学校 

特別支援学級 82.9%

通級による指導 53.9%

上記以外の通常の学級 75.7%

中学校 

特別支援学級 77.7%

通級による指導 68.3%

上記以外の通常の学級 82.4%

高等学校 
通級による指導 100.0%

上記以外の通常の学級 58.6%

 ※調査対象：県内公立幼保連携型認定こども園、幼稚園、小学校、中学校及び高等学校 

幼稚園には幼稚園型認定こども園、小学校には義務教育学校前期課程、中学校には義務

教育学校後期課程を含める。高等学校の通信制課程は調査対象に含まない。 

         出典：文部科学省「特別支援教育に関する調査：特別支援教育体制整備状況調査」 
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【今後の取組】 

（１）就学相談・就学先決定の充実 

市町村教育委員会と連携し、就学に関する情報や仕組みについて、本人、保護者、教

員に対して説明を行います。 

また、就学時に決定した学びの場は固定したものではないため、小学校、中学校にお

いて、障がいの状態や適応状況などにより、柔軟に学びの場の見直しが検討されるよう

に、校内委員会の役割や見直しの手続きについて、特別支援教育コーディネーター向け

のハンドブック作成を通して、周知していきます。必要に応じて、県教育委員会指導主

事や支援専任教員、特別支援学校センター的機能担当者が校内委員会に参加するなどの

支援を充実させていきます。 

（２）学校間等での引継ぎの充実 

支援に関する情報の引継ぎについては保護者の同意が必要であるため、早い段階から

進学先等に情報を引き継ぐことについて保護者と合意形成を図ることが必要です。その

ためには、保護者や教員に対して個別の教育支援計画の作成時に、その活用方法や活用

による利点について周知を図るとともに、市町村と連携し、就学から就労まで円滑な引

継ぎが行われるよう、相談支援体制を強化していく取組の中で、個別の教育支援計画の

作成と活用を推進していきます。 

また、誰もが作成しやすい個別の教育支援計画の様式や作成方法の検討を進めていき

ます。 

（３）中学校における進路指導の充実 

中学校特別支援学級卒業後の状況として、高等学校や特別支援学校高等部へ多くの生

徒が進学しています。特別支援学校高等部への進学にあたっては、高等部の見学や体験

を実施したうえでの進路決定となるなど、発達障がいを含め、特別な支援の必要な生徒

に適切な進路指導が行われるよう、中学校の教員に対して、特別支援学校や支援専任教

員からの助言を引き続き行い、中学校における計画的な進路指導の充実を図っていきま

す。 

また、特別支援学校高等部の入試の在り方についても検討していきます。 

切れ目ない支援を実施するために、中学校と高等学校の教員が効果的に情報交換でき

るよう、センター校を中心とし、圏域ごとに中学校と高等学校の連携を推進していきま

す。 

（４）関係機関との連携の促進 

特別な支援を必要とする子どもの実態や発達上の課題をふまえ、早期から必要な支援

を行う取組を進めます。 

特別な支援を必要とする子どもの発達や子育てに関して、教育、医療、保健、福祉、

労働など関係機関が連携し、相談を受けたり、情報提供を行ったりするなど、地域の実
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情に応じたネットワークの充実や、保健・教育部門の連携による発達相談窓口の設置を

市町村に働きかけます。また学校に対しては、必要に応じて、支援専任教員や特別支援

学校センター的機能からの助言などを通して校内委員会の強化を図るとともに、活用で

きる関係機関等の情報を提供し、学校外の関係機関との連携を促進していきます。 

特に、障がいのある児童生徒の放課後の居場所である放課後等デイサービスと学校、

保護者との連携強化が求められています。放課後等デイサービス事業所や放課後児童ク

ラブ等と、学校、保護者が情報を共有したり、連携して一貫した支援を行ったりできる

よう、市町村等と連携して取り組みます。 

また、障がいのある外国人児童生徒等の発達や子育てに関して、児童生徒等の実態や

保護者の希望の把握を市町村等の関係機関と連携し行っていきます。 

（５）生涯にわたるスポーツ・芸術活動の推進 

   障がいのある子どもが学校卒業後においても、身近にスポーツ活動や芸術活動に親し

めるよう、学校生活の中でスポーツや芸術に触れる機会を増やし、子どものスポーツや

芸術に対する興味関心や意欲を高めていきます。 

また、スポーツや芸術活動に関する地域資源の情報を周知するなど、関係機関と連携

し、生徒が卒業後もスポーツや芸術活動に触れる機会を増やしていきます。 

２ 特別支援教育の理解・啓発 

【現状と課題】 

①共生社会の形成に向けて、特別支援教育の理解を図っていくことが必要ですが、障がい

のある子どもと障がいのない子どもが共に学ぶ機会が十分でないため、お互いを認め合

う意識が十分に育っていないといった課題があります。 

②教員、保護者、地域も特別支援教育や障がいに対する理解が十分でなく、早期からの適

切な指導と必要な支援につながらなかったり、共に認め合って生きていくことにつなが

っていなかったりする場合があります。 

【今後の取組】 

（１）交流及び共同学習の充実 

特別支援学校では、障がいのある幼児児童生徒と障がいのない幼児児童生徒が一緒に

学ぶ機会として、特別支援学校が設置されている地域の保育所、幼稚園、小学校、中学

校、高等学校などや、児童生徒の居住地域の保育所、幼稚園、小学校、中学校、高等学

校などとの交流及び共同学習を実施しています。また、小学校、中学校においては通常

の学級と特別支援学級の児童生徒が共に学ぶ、交流及び共同学習を実施しています。 

交流及び共同学習は、障がいのある子どもにとっては、様々な人々と助け合って生き

ていく力となり、積極的な社会参加につながります。障がいのない子どもにとっては、
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人々の多様な在り方の理解や正しい障がい理解をすることにより、障がいのある人に対

し自然に接するなど、障がいのある人と共に支え合う意識の醸成につながります。 

したがって、交流及び共同学習は、障がいのある子ども、障がいのない子ども双方に

意義がある教育活動であることを周知しながら、市町村教育委員会等と連携し、更なる

充実を図ります。 

また、特別支援学校は学校設置地域外から通学する幼児児童生徒も多いので、交流及

び共同学習を実施することは、地域の人々が特別支援学校の幼児児童生徒も地域（幼児

児童生徒の出身地域や学校設置地域）の一員であるという意識を高めていくきっかけと

なります。 

（２）地域との連携・協働を通した理解・啓発の推進 

共生社会の形成に向けて、特別支援教育を推進していくためには、保護者、地域住民

の特別支援教育に対する理解も欠かすことができません。 

また、障がいのある子どもがいずれ地域の中で生活することを見据えた時に、地域に

対する理解啓発活動は欠かすことが出来ないものです。 

障がいのある子どもが地域の中で積極的に活動し、その一員として豊かに生きること

ができるよう、学校と地域のつながりの円滑化と強化を図る取組を進めていきます。ま

た、地域との連携を通じて、地域への理解啓発を推進していきます。 

（３）障がいのある子どもの保護者との連携の促進 

   早期からの一貫した適切な指導と必要な支援を行うためには、保護者の気持ちや思い

に寄り添い、日頃から保護者に対して十分な情報提供を行うなど、丁寧に関わっていく

ことにより、保護者の理解を図っていくことが必要です。その上で、学校等と家庭が子

どもの状態や支援について共有し、協力して子どもを育てていけるように、特別支援学

校センター的機能担当者や支援専任教員、合理的配慮アドバイザーが学校等への助言な

どの支援をしていきます。 

また、障がいのある外国人児童生徒等の保護者に対し、子どもの障がいに対する理解

や支援の方法について関係機関と連携し情報提供を行っていきます。 
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Ⅳ 特別支援教育の充実に向けた教職員の専門性の向上と人材育成・確保 

１ 特別支援教育に関する教職員の専門性の向上 

【現状と課題】 

①小学校、中学校の特別支援学級の学級数と児童生徒数、通級による指導の対象児童生徒

数は増加傾向にあり、特別支援教育を担当する教員が増える中、特別支援学級、通級指

導教室を初めて担当する教員が毎年１００名程度います。また、特別支援学校教諭免許

状保有率は特別支援学級で４割程度、通級指導教室で６割程度という低い状況です。特

別な支援の必要な子どもに対して、適切な指導や必要な支援を行うために、特別支援教

育担当教員の専門性の向上が求められています。 

②特別支援学校の教職員には、在籍する幼児児童生徒の障がいの重度化・重複化や発達障

がいを併せ有するなど障がいの多様化への対応、小学校、中学校等からの相談に対応す

るための知識や指導力が求められています。 

 ③視覚障がい及び聴覚障がいについては、当該障がい種の免許状を保有する教員数が限ら

れているため、専門性の維持・向上を計画的に図る必要があります。 

■特別支援学級担任の特別支援学校教諭免許状保有率 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ 

小学校 50.8% 49.3% 44.5% 41.4% 43.7% 

中学校 32.1% 37.7% 33.3% 34.4% 35.9% 

合計 44.2% 45.4% 40.9% 39.1% 41.2% 

出典：島根県教育委員会

■通級による指導担当者の特別支援学校教諭免許状保有率 

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ 

小学校 65.5% 69.0% 68.4% 59.3% 60.7% 

中学校 42.9% 48.3% 61.8% 57.6% 45.7% 

合計 57.8% 62.1% 65.9% 58.7% 55.2% 

出典：島根県教育委員会 
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■特別支援学校教員の特別支援学校教諭免許状保有状況（平成 30 年度） 

※「視覚障がい」は、自立活動等の免許状保有者を除いた保有率 

  ※調査対象：県内特別支援学校教員 

  出典：文部科学省「特別支援学校教員の特別支援学校教諭等免許状保有状況等調査」 

【今後の取組】 

（１）特別支援教育に関する指導力の向上 

特別支援教育に携わる教員に留まらず、通常の学級の担任を含めた全ての教員に、特

別支援教育やインクルーシブ教育システム構築に関し一定の知識や技能を有している

ことが求められています。全ての教員の専門性の向上と、学校全体の組織としての専門

性の向上を図り指導力を高めていくために、県教育センターや市町村教育委員会と連携

を図りながら計画的・体系的な研修の再構築を行います。また、校（園・所）外での研

修のみではなく、特別支援学校センター的機能や支援専任教員などの外部の資源を活用

して、校（園・所）内において研修や助言を受け、専門性が高まるような取組を推進し

ていきます。 

特別支援学級を実際に経験し、特別支援教育の見識を高められるよう、多くの小学校、

中学校の教員が複数年にわたり特別支援学級担任を経験するような仕組みや人事異動

上の考慮を検討していきます。 

併せて特別支援学校教諭免許状保有率向上のため、認定講習の実施や国立特別支援教

育総合研究所の認定通信教育受講の推奨を行っていきます。 

また、ＳＣ（スクールカウンセラー）12やＳＳＷ（スクールソーシャルワーカー）13と

の連携は有効であるため、全ての学校において今後も連携した指導を行っていきます。 

12 ＳＣ（スクールカウンセラー）    ・・・学校の教育相談を充実させるため配置される臨床心理士等で、主に児童

生徒へのカウンセリング、教職員・保護者に対する助言・援助を行う。 

13 ＳＳＷ（スクールソーシャルワーカー）・・・教育分野に関する知識に加えて、社会福祉等の専門的な知識や技術を有

する者で、問題を抱えた児童生徒に対し、当該児童生徒が置かれた環境

へ働き掛けたり、関係機関等とのネットワークを活用したりするなど、

多様な支援方法を用いて、課題解決への対応を図っていくことを目的と

する。 

障がい種 
当該障がい種の 

免許状保有率

視覚障がい 45.8% 

聴覚障がい 38.7% 

知的障がい 93.9% 

肢体不自由 98.9% 

病弱 85.7% 
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（２）特別支援学校における専門的指導力の向上 

新学習指導要領の趣旨を踏まえた指導の充実や発達障がいを含む様々な障がいに関

する専門性、障がいの重度化・多様化に対応するため、実践研究を行い、ＯＪＴを通し

て全教員の指導力の向上を図っていきます。 

これらにより得られた成果については、特別支援学級担任を対象とし、授業公開を実

施するなどして、小学校、中学校等とも共有し、各地域の特別支援教育に関する専門性

の向上を図っていきます。 

併せて、ＰＴ（理学療法士）14・ＯＴ（作業療法士）15・ＳＴ（言語聴覚士）16などの

外部専門家を活用し、より専門的な知識や技能の向上も図っていきます。 

また、視覚障がい及び聴覚障がい特別支援学校の専門性を担保するために、研修派遣

や認定講習への参加を促し、当該障がい種の特別支援学校教諭免許状保有率の向上を図

るとともに、視覚障がい、聴覚障がいそれぞれの専門性のある教員を、専任教員として

配置する検討を進めていきます。 

２ 人材育成と人材確保 

【現状と課題】 

 ①大学の教職大学院や国立特別支援教育総合研究所への派遣、各学校におけるＯＪＴなど

で人材育成を行っていますが、そういった研修を受けた人材が、各地域や県において特

別支援教育の中核を担う存在として位置づけた活用がなされていないといった課題が

あります。 

②近年、教員を目指す学生が減少していますが、特別支援学校教諭を目指す学生の減少が

顕著となっています。 

【今後の取組】 

（１）特別支援教育の中核的・指導的役割を果たす教員の育成  

県全体の特別支援教育を推進していくために、中心的な役割を担う人材の計画的な育

成が必要です。特別支援学校長会など各種校長会、市町村教育委員会などと連携し、人

材を育成していきます。 

これらの人材育成を進めるにあたり、研修の再構築を図り、大学の大学院や国立特別

支援教育総合研究所への派遣研修や人事交流を有効に活用していきます。 

14 ＰＴ（理学療法士）        ・・・身体機能面の評価、運動機能の改善・向上についての指導を行う者。 

15 ＯＴ（作業療法士）        ・・・日常生活動作の評価、日常生活、作業活動の改善に役立つ教材の製作を

行う者。

16 ＳＴ（言語聴覚士）        ・・・ことばの発声・発音の評価、人工内耳を装置した児童生徒の聞こえの評

価、改善を行う者。
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（２）特別支援教育を目指す人材の確保 

県内大学や高等学校と連携して、大学の教員養成課程の学生や高校生に対して、特別

支援教育への理解啓発を図るとともに、特別支援学校における教育実習生の受け入れの

体制を整備し、特別支援教育の教員を目指す人材の確保を図っていきます。 
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１　検討経過

平成３１年４月に外部有識者１７名による特別支援教育在り方検討委員会を設置。

令和元年５月～令和２年３月までの間に検討委員会を７回開催し、下記項目について検討。

令和２年３月２６日に県教育委員会あて提言書提出。

２　検討項目と主な提言内容（今後の方向性）

主　な　提　言　内　容　（　今　後　の　方　向　性　）検討項目

就学前

小・中学校

・地域の方の障がいに対する理解が深まり、地域の中で子どもたちが育ち、地域に貢献
していけるように、特別支援学校と地域が連携していくための仕組みを検討。

・子どもの自立と社会参加や通学に関わる保護者の送迎の負担軽減を考慮して、様々な
観点から通学支援を検討。

・関係機関と連携し、保護者、保育士、教員をサポートする体制整備を充実。
・視覚障がいのある子どもへの支援を早期から適切に行うため幼稚部設置の検討。

・発達障がいの可能性があり集団に入りにくい子ども等の学習の場、生活の場の検討。
・校内委員会の活性化や特別支援教育コーディネーターの役割の明確等、校内支援体
制の機能強化と関係機関との連携を推進する仕組みの検討。

切れ目ない支援体制

・特別支援教育の魅力を発信し、特別支援教育を担う人材を確保。
・特別支援教育を担う人材や、より専門性が高く、特別支援教育の中核を担う人材を計
画的に育成する仕組みの検討。

関係機関との連携

高等学校

理解・啓発

職業教育・就業支援

・個別の教育支援計画の作成と活用を促進。
・市町村教育委員会と連携し、定期的に校内委員会等で適性な学びの場を検討する仕
組みを構築。

特
別
支
援
学
校

「特別支援教育在り方検討委員会」の提言概要について

地域との連携

医療依存度の高い児童
生徒の安全安心な教育
環境

通学支援

・生徒の障がいや適性に応じた職業教育の充実、実習先や就職先の確保についての対
応。
・障がいに応じた職業教育の推進に向け、教育内容の見直しを検討。

・関係機関が情報を共有し連携していくための仕組みの検討。
・個別の教育支援計画を活用し、連携の明確化。

・医療的ケアが必要な児童生徒の情報を学校と関係機関が共有し早期からの支援につ
ながる仕組みの検討。
・学校看護師の確保や専門医からの助言等が受けられるシステムの検討。

・合理的配慮の提供が推進されるよう、教職員が判断に迷ったときに相談できる体制の
検討。
・通級による指導の拡充に向け、設置のあり方等について検討と担当者が協議、研修で
きる仕組みづくり。

・障がいのある子どもと障がいのない子どもが相互に理解を深めていくために、人権教育
の理念をふまえた交流及び共同学習や理解教育の促進を意図的・計画的に推進する
仕組みを検討。

教職員の専門性の向上・
人材育成
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松江ろう学校

分教室 4 1 5

計 1 2 10 2 2 17

計

本　校 1 2 6 2 1 12

区 分
視覚障が
い（●）

聴覚障が
い(▲）

知的障が
い(■）

肢体不自
由（◆）

病弱
（▼）

隠岐養護学校
盲学校

松江緑が丘養護学校

○学校数及び分教室数

特別支援学校の設置状況

竹島

松江清心養護学校

益田市

浜田市

津和野町

吉賀町

江津市

邑南町

大田市

川本町
美郷町

飯南町

奥出雲町

安来市

出雲市

雲南市

松江市

海士町

西ノ島町

知夫村

隠岐の島町

安来高校

邇摩高校

大田市立
第二中学校

乃木校舎

益田養護学校

浜田ろう学校

浜田養護学校

江津清和養護学校

石見養護学校

出雲養護学校

邇摩分教室
(高)

大田分教室
(小・中）

雲南分教室
(高)

みらい分教室
(小・中)

本校

安来分教室
(高)

本校

松江養護学校
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